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      札幌国際大学・札幌国際大学短期大学部 

     における公的研究費不正防止計画 

 

 

平成27年4月1日 

 

札幌国際大学・札幌国際大学短期大学部(以下「本学」という。)は、「研究機関における公的研究 

費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成19年2月15日文部科学大臣決定、平成26年2月18 

日改正）に基づき、公的研究費の適正な運営・管理を行うため、不正防止計画を以下のとおり策定す 

る。 

 

1. 責任体系の明確化 

不正を発生させる要因 不正防止計画 

時間の経過により、責任意識が低

下する。 

 

 

 

 

 

・本学で定める各責任者及びその役割、権限、責任の所在・範

囲を明確にし、責任体系を学内外にホームページ等で周知・

公表する。 

・各責任者に対し会議・説明会等で、定期的に周知し、意識の

低下を防止する。 

・各責任者の異動交代があった場合は、引き継ぎ等を明確に行

う。 

 

２．適正な運営・管理の基礎となる環境の整備 

不正を発生させる要因 不正防止計画 

公的研究費の使用ルール、事務処

理手続きが十分理解されていな

い。 

・公的研究費を正しく使用するためのルール等をわかりやすく

示したハンドブック等を作成し、公的研究費の運営・管理に

関わる全ての教職員等（以下「教職員」という。）に配付・

説明を行い、その理解を深める。 

・使用ルール・事務処理手続き等について、教職員に疑問が 

生じた場合には、設置した相談窓口に相談するよう周知徹底 

し、窓口で対応することにより、誤った運用を事前に防止 

する。 

・関係諸規程、使用ルール等をホームページ上で公開し、周知 

徹底を図る。 

公的研究費の使用ルール等と運

用実態が乖離する。 

 

 

 

・教職員等を対象にヒアリングを実施し、運用実態の把握に努

める。 

・使用ルール等と運用実態に乖離がある場合は、適切な指導を 

行うとともに、原因を分析した上、必要に応じてルール等の 

変更を含めた改善対策を講じる。 

・コンプライアンスに対する関係

者の意識が低下する。 

・公的研究費が税金によって賄わ

れていることに対する意識の欠

如 

 

 

・教職員を対象に、説明会・コンプライアンス教育を実施し、

行動規範及びルール等を周知徹底する。また不正使用の事例

を取り上げることにより、コンプライアンスに関する理解と

意識向上を促す。 

・コンプライアンス教育実施の機会等には、受講状況と理解度

を把握する。 

・教職員に、法令・諸規程等を遵守し、不正を行わない旨の誓

約書を提出させる。 

・決裁手続が複雑で責任の所在が

不明確である。 

・業務分担と職務分掌の実態に乖

離が生じる。 

 

・公的研究費の使用及び事務手続きに関する職務権限に応じた

決裁手続きの明確化を推進するとともに、現状の体制と実態

が乖離しないよう、業務の実態に合わせ、必要に応じて適切

に見直しを行う。 
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３．告発等の取扱い、調査及び懲戒に関する規程の整備及び運用の透明化 

不正を発生させる要因 不正防止計画 

通報等の取扱い、調査及び懲戒に

関する制度等の理解不足。 

 

 

 

 

・通報窓口、通報者の取扱い・保護について学内外に公表する。 

・不正に係る通報の情報が、最高管理責任者に迅速・確実に伝

わるような体制を整備し、周知する。 

・不正に係る調査体制・手続き、懲戒等を明確に定め、周知す

る。 

結果的に研究のために使用して

いれば、不適切な会計処理であっ

ても、許されるという認識の甘さ

が生じる。 

・不正を行った場合は、厳しい処分を行うことを学内外に周知

徹底し、注意喚起を行う。 

 

 

不正を知った者が、通報すること

により不利益な取扱いを受ける

ことを恐れ通報しない。 

・通報者に対する不利益取扱いを禁じる規程・体制(通報・相

談窓口等)を整備していることを、教職員及び業者に周知す

ることにより、不正の早期発見を図る。 

 

４．不正を発生させる要因の把握と具体的な不正防止計画の策定・実施  

不正を発生させる要因 不正防止計画 

具体的な不正発生要因の把握、不

正防止計画への反映が不十分。 

 

 

 

 

 

 

・不正防止計画推進室が主体となり、本学全体の観点から不正

防止計画の推進を行う。 

・各学部・学科・センター・事務局等よりヒアリング・整理・

評価し、また学外から情報収集することにより、具体的な不

正発生要因の把握に努め、不正防止計画に反映させていく。 

・最高管理責任者が、率先して不正防止に取り組むことを学内

外に表明するとともに、自ら不正防止計画の進捗管理に努め

る。 

不正防止計画の実効性が低い。 

 

・不正事案の調査から明らかになった具体的な不正発生要因に

ついて、その再発防止策を検討し、不正使用防止計画に加え、

各責任者・担当者・関係研究者等に周知を行う。 

 

５．公的研究費の適正な運営・管理活動 

不正を発生させる要因 不正防止計画 

予算執行が年度末に偏っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・年度末の駆け込み使用をなくすために、年度当初に計画的な

使用について説明、周知する。 

・年度途中で、複数回使用状況を把握するとともに、研究者に

研究進捗状況・使用計画をヒアリングし、状況に応じて注意

喚起をする。また予算執行が当初計画に比較して著しく遅れ

ている場合は、研究計画の遂行に問題がないか確認し、助言

を行う。 

・研究費によっては、翌年度への繰越制度があることを説明す

るとともに、年度末の無理な執行を避ける。 

当該研究に必要な経費を把握せ

ずに、公的研究費を申請、獲得し

ているため、研究費の過不足が生

じている。 

・公的研究費の申請段階で、必要な経費を過不足なく計画する

ように、申請説明会等で周知徹底し、申請書提出前に申請者

と担当者とで再度確認を行う。 

 

物品の発注段階での財源の特定

が不十分。 

 

・複数の研究費を持っている研究者には、執行状況を的確に把

握し、見込み購入を避けるために、発注段階での財源特定を

徹底するよう、説明会・研修会等において指導・注意喚起を

行う。 
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研究者と業者の癒着・不明瞭な関

係。 

 

 

 

 

・本学発注・納品・検収ルール、責任について周知徹底する。 

・教職員と業者の癒着を防止するため、本学規程に基づき不正

取引を行った業者への処分等措置についてホームページ等

で公表することにより、注意喚起し、不正防止対策を講じる。 

・発注が特定の業者に偏らないよう指導する。発注に偏りがあ

る場合にはヒアリングの実施などにより、合理的な理由の確

認を行う。 

納品・検収確認が十分に実施され

ていない。 

 

 

 

・検収の流れ・ルールについて、ハンドブック配付及び説明等

で周知徹底する。 

・当事者以外によるチェックが、有効に機能するシステムを構

築し、運用する。なお、検収業務は財源、金額に関係なく、

全て事務局が確実に行う。 

出張の事実確認が不十分。 

 

 

 

・出張は、出張命令伺に出張計画・資料等を添付の上、事前に

許可を得る。 

・出張後は、報告書に資料と旅行の事実を証明するもの(航空

機利用の場合は搭乗半券等)の提出を義務化する。 

アルバイト・非常勤雇用者の勤務

実態の確認不足。 

 

 

・アルバイト・非常勤雇用者の勤務状況確認等の雇用管理につ

いては､原則として総務課が実施する。 

・日常的に確認できない場合は、アルバイト・非常勤雇用者へ

の直接確認等を行う。 

研究と直接関係のない経費の使

用。 

・当該研究に関係ないと思われる物品・旅費の疑義がある場合

は、ヒアリングにより目的確認等を行う。 

使用目的について不明なもの、ル

ールに記載がないものを相談な

く支出していないか。 

・事前に相談をするように、周知徹底する。 

・公的研究費使用ルールに記載がなく、研究上使用可能と思わ

れるものについては、事前に決裁等により許可を得る。 

 

   ６．情報発信・共有化の推進 

不正を発生させる要因 不正防止計画 

不正防止への取組に関する機関

の方針、窓口、取組等に関する周

知が不十分。 

・関係諸規程、不正防止への取組に関する方針、相談窓口をホ

ームページ等で学内外に公開するとともに、説明会、コンプ

ライアンス教育等を通じて情報共有の重要性に関する意識向

上を図る。 

公的研究費の執行に関しての相

談事項や、課題が学内で停滞・共

有されていない。 

・相談窓口に寄せられた相談内容の学内共有を推進する。 

・公的研究費の執行に関しての相談事項や、課題が一部で停滞

せず、全体で共有できるような体制を整備し、改善策の活用、

不正防止に努める。 

 

７．モニタリングの在り方 

不正を発生させる要因 不正防止計画 

モニタリング体制の不備。 

 

 

 

 

 

 

・公的研究費の適正な管理のため、本学全体の視点からモニタ

リング及び監査のための体制・制度を整備し、実施する。 

・内部監査部門は、毎年度定期的に、ルールに照らして会計書

類チェックを一定数実施する。また、公的研究費の管理体制

の不備の検証も行う。 

・内部監査部門と不正防止計画推進室が連携し、不正発生要因

や不正防止計画の実施状況の把握に努める。 

不正発生要因に応じた内部監査

が実施されていない。 

・不正防止計画推進室が把握した不正発生要因を監査計画に取

り入れ、リスクアプローチ等の監査を実施する。 

実効性のある監査が実施されず、

チェックの形骸化により不正が

発生する。 

・内部監査部門は、不正防止計画推進室、監事・会計監査人と

連携して不正防止体制の検証を行い、不正発生リスクの除

去・低減を図る。 
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８．不正防止計画点検・評価 
不正防止計画推進室は、常に公的研究費に係る不正を発生させる要因の把握に努め、不正防止計画 

   について点検・評価を行い、その見直しを図る。 

 

 

 


